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表紙

業務の適正を確保するための体制
お よ び 当 該 体 制 の 運 用 状 況

連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

連 結 注 記 表

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書

個 別 注 記 表

法令及び定款に基づく

インターネット開示事項

（2021年１月１日から2021年12月31日まで）

「業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況」、「連結株主資本等変動

計算書」、「連結注記表」、「株主資本等変動計算書」及び「個別注記表」につきまして

は、法令及び定款第14条の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイト

（https://www.dwti.co.jp/）に掲載することにより株主の皆様に提供しております。
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業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

業務の適正を確保するための体制および当該体制の運用状況

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制その

他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとお

りであります。

① 当社および子会社の取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合する

ことを確保するための体制

　当社および子会社が継続、発展していくためには、全ての取締役、使用人が

法令遵守の精神のもと、公正で高い倫理観を持ち行動することが必要不可欠で

あると認識しております。

イ. 取締役は、社会の一員として企業倫理・社会規範に即した行動を行い、

健全な企業経営に努めております。

ロ. 取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を

執行するとともに、業務執行の状況を取締役会に報告しております。

ハ. 取締役会は、取締役会規則、職務分掌規程、職務権限規程、関係会社管

理規程等の職務の執行に関する規程を制定し、取締役、使用人は定めら

れた規程に従い、業務を執行しております。

ニ. 定期的に実施する内部監査では、法令、定款および社内規程に準拠し業

務が適正に行われているかについて監査するとともに、その結果を代表

取締役へ報告する体制を構築しております。

② 当社および子会社の取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する

体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、文書管理規程等の規程に基づ

き、安全かつ適正に保存しております。また、取締役および監査役は常時これ

らの文書を閲覧できるようにしております。

③ 当社および子会社の損失の危険の管理に対する規程その他の体制

　当社および子会社は事業活動上の重大な事態が発生した場合には、当社代表

取締役指揮下の対策本部を設置し、迅速かつ的確な対応を行うとともに、損

失・被害等を最小限にとどめる体制を整えております。

　また、当社では法律事務所と顧問契約を結び、重要な法律問題につき適時ア

ドバイスを受け、法的リスクの軽減に努めております。
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④ 当社および子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

　当社および子会社は、定例の取締役会を開催するほか、適宜臨時の取締役会

を開催し、取締役会規則により定められた事項およびその付議基準に該当する

事項は、全て取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決定を行ってお

ります。

　また、取締役会では定期的に各取締役から職務執行状況の報告を受け、職務

執行の妥当性および効率性の監督等を行っております。

　日常の職務執行については、職務権限規程等の規程に基づき権限の委譲を行

い、権限と責任を明確化して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応

じて規程の見直しを行い、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体

制を構築しております。

⑤ 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する事項

　当社は子会社の適切な管理および経営内容の的確な把握のため、当社取締役

または使用人を出向させることができるようにしております。

　また、当社の「関係会社管理規程」に定める管理担当取締役は、必要に応

じ、当社の取締役会において子会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報

に関して報告する体制を構築しております。

⑥ 当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制

　当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の自主性を尊重しながら円

滑な情報交換とグループ活動を促進するため、適時、関係者による会議を開催

することとしております。

　「関係会社管理規程」に定める管理担当取締役は、同規程に基づく当社への

決裁・報告制度により子会社の経営管理を行うとともに、内部統制の実効性を

高める施策を実施し、必要に応じて子会社への指導・支援を行うこととしてお

ります。

⑦ 当社の監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、監査役と取

締役が協議した上、必要に応じて使用人を配置することといたします。
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⑧ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の求めにより監査役補助者として使用人を配置した場合の当該使用人

の異動、人事考課等については、当該使用人の独立性を確保するため、監査役

の事前の同意を得ることといたします。

⑨ 当社の監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する

事項

　当社は、監査役の職務を補助すべき使用人に関し、監査役の指揮命令に従う

旨を当社の取締役および使用人に周知徹底することといたします。

⑩ 当社および子会社の取締役および使用人等が当社の監査役に報告するための体

制その他の監査役への報告に関する体制、ならびに報告を行った者が当該報告

をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

イ. 監査役は取締役会のほか、必要に応じて重要会議に出席するとともに、稟

議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役または使用人に

その説明を求めることができる体制を構築しております。

ロ. 取締役は、取締役会において担当する業務執行の状況等を定期的に報告す

る体制を構築しております。

ハ. 取締役および使用人等は、取締役の職務執行に関して重大な法令・定款違

反および不正行為の事実、または会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事

実を知ったときには、速やかに監査役に報告する体制を構築しておりま

す。

ニ. 監査役に対して報告を行ったことを理由として、当該報告者は何ら不利益

な取扱いを受けないよう、取締役および使用人等に周知徹底するものとし

ます。また、「内部通報に関する規程」においても通報者の保護を規定し

ております。

⑪ 当社の監査役の職務の執行について生ずる費用の前払または償還の手続その他の当

該職務の執行について生ずる費用または債務の処理に係る方針に関する事項

　監査役の職務の執行にかかる費用等の処理について、その費用等が当該監査

役の職務執行に必要でないと証明した場合を除き、速やかに当該費用等の処理

を行うものとします。
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⑫ その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

イ. 監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題、監

査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を行う

体制としております。

ロ. 監査役は、必要に応じて、会計監査人および内部監査担当と連携を図り、

情報交換を行うとともに監査の実効性が確保できる体制としております。

⑬ 財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社および子会社は財務報告の信頼性確保および金融商品取引法第24条の４

の４に規定する内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、代表取締役社長

の指示の下、内部統制システムの構築を行い、その仕組みが有効かつ適正に機

能することを継続的に評価し、必要な是正を行うこととしております。

⑭ 反社会的勢力排除に向けた体制

　当社および子会社は、社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力および

団体とは一切の関係を遮断し、不当要求等を受けた場合は組織として毅然とし

た態度で臨むとともに、顧問弁護士や所轄警察署等の専門機関と綿密に連携

し、組織全体として速やかに対応することとしております。

（業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要）

①　内部統制システム全般

　代表取締役社長の指示の下、内部統制プロジェクトチームおよび内部監査担

当がモニタリングしリスク評価を行って、必要に応じて改善を進めておりま

す。また、内部統制プロジェクトチームは、金融商品取引法に基づく「財務報

告に係る内部統制の有効性の評価」を行っております。

②　グループ経営管理体制

　「関係会社管理規程」を整備し、子会社への指導・支援および子会社からの

報告を通じて重要な情報を共有し、当社の取締役会において企業グループとし

ての判断を行っております。

③　コンプライアンスに対する取り組み

　コンプライアンス委員会を設置して、コンプライアンス重視の経営の推進、

強化を図り、社内外の問題について検討、諮問を行っております。また、内部

通報制度による通報・相談窓口の周知に努めました。
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④　取締役の職務の執行

　定例取締役会に加えて適宜臨時取締役会を開催し、重要事項の決定を行って

おります。また、取締役会規則および職務権限規程等の規程に基づき、権限と

責任を明確化して迅速な職務の執行を行っております。

⑤　監査役の職務の執行

　監査計画に基づき監査を実施するとともに、取締役会その他重要な会議へ出

席するほか、重要書類の点検、代表取締役社長との定期的な意見交換等を行っ

て、取締役の職務の執行状況、内部統制の運用状況等の監査を行っておりま

す。
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連結株主資本等変動計算書

( 2021年１月１日から
2021年12月31日まで )
株 主 資 本

新株予約権
非支配株主
持　　　分

純資産合計
資 本 金 資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合 計

当連結会計年度期首残高 556,856 2,655,571 △1,051,280 2,161,147 2,758 － 2,163,905

当連結会計年度変動額

新 株 の 発 行 16,302 16,302 32,605 32,605

親会社株主に帰属す
る当期純損失（△）

△148,995 △148,995 △148,995

非支配株主との取引に係る
親 会 社 の 持 分 変 動

△40,476 △40,476 40,476 －

株主資本以外の項目の当連結
会 計 年 度 変 動 額 ( 純 額 )

△66 △12,311 △12,377

当連結会計年度変動額合計 16,302 △24,173 △148,995 △156,865 △66 28,164 △128,767

当連結会計年度末残高 573,159 2,631,398 △1,200,276 2,004,281 2,692 28,164 2,035,138

連結株主資本等変動計算書

（単位：千円）
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連結注記表

　連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　１社

・連結子会社の名称　　　　　　日本革新創薬株式会社

②　非連結子会社はありません。

(2) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

(3) 会計方針に関する事項

①　有価証券の評価基準及び評価方法

・その他有価証券

　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）を採用しております。

③　固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産 定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降

（リース資産を除く） に取得した建物附属設備については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～15年

工具、器具及び備品　４年～15年

ロ．無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く） なお、自社利用目的のソフトウェアについては社内にお

ける見込利用可能期間（３～５年）、契約関連無形資産

については契約期間に基づいております。

④　繰延資産の処理方法

　　株式交付費 支出時に全額費用処理しております。

⑤　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しています。

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

　　消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって 

おります。
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２．表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当連

結会計年度の年度末に係る連結計算書類から適用し、連結計算書類に会計上の見積りに関する

注記を記載しております。

３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

有形固定資産　　4,567千円

無形固定資産　166,619千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループは、固定資産の減損損失の見積りに際し、減損の兆候があると判定された資

産又は資産グループについて減損損失の認識の判定を行っており、資産又は資産グループの

帳簿価額と、それから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とを比較することによ

り、減損損失の認識を判定することとしております。市場環境の変化により、減損の兆候が

あると判定され、減損損失を認識する必要が生じた場合には、減損損失の計上により翌連結

会計年度の連結計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（投資有価証券の評価）

(1)当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式）　113,312千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社グループでは、投資有価証券（非上場株式）の実質価額が著しく低下した場合、将来

の回復可能性を加味したうえで減損処理の要否を検討しております。将来の事業計画により

実質価額が取得価額まで回復が見込まれなかった場合、投資有価証券評価損を認識すること

で当社グループの経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があります。

４．追加情報に関する注記

（新型コロナウイルス感染拡大の影響による会計上の見積りについて）

　新型コロナウイルス感染症（以下、「本感染症」）の感染拡大による当社グループの事業

活動への影響は、2021年12月末日時点におきましては、相当程度に限定的な範囲にとどまっ

ていることを確認しております。

　当社グループでは、今後も本感染症による影響は限定的な範囲にとどまるものと仮定し

て、固定資産の減損損失等の会計上の見積りを行っております。

　なお、当該見積りは現時点で入手可能な情報等に基づいたものであること、今後の本感染

症の長期化・深刻化の状況によっては、上記見積り結果に影響し、当連結会計年度以降の財

政状態、経営成績に影響を及ぼす可能性があります。
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(1) 有形固定資産の減価償却累計額 91,772千円

５．連結貸借対照表に関する注記

(2) 財務制限条項

当社は株式会社みずほ銀行と金銭消費貸借契約を締結し、2017年２月22日に借入を実行し

ております。

2021年12月31日現在借入残高　240,000千円

本借入において、借入先との間で、主に以下の遵守事項や期限の利益の喪失事項が定めら

れております。

遵守事項としては、本借入の債務完済までの間、以下の事項を借入先に対して遵守する。

①各年度の決算期末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

正の数に維持すること。

②単体の貸借対照表における現預金が９億円を下回った場合速やかに当該事由の発生を

報告し、発生した日以降の研究開発計画について借入先と協議すること。

③以下に掲げる行為を行う場合は、事前に借入先の承諾を得ること。

イ.組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転（当社の連結子会社のみが当事者と

 なる組織再編行為を除く）

ロ.自己信託の設定

ハ.事業又は資産の全部又は一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックのための

 譲渡を含む）

ニ.第三者の事業又は資産の全部又は一部の譲り受け

④資産の全部若しくは一部について担保物権の設定又は当該担保物権について対抗要件

の具備を行わないこと。

⑤東京証券取引所（市場第一部、市場第二部、マザーズ又はジャスダックのいずれかを問

わない）における上場を維持すること。

また、期限の利益の喪失としては、以下の事由が生じた場合には、借入先は本借入の全部

又は一部の期限を喪失させることが出来る。

①当社が本事業譲渡に関わる「新規パイプライン」の全ての中止を決定したとき。

②当社が借入先に「新規パイプライン」の一部の中止決定の報告をした場合において、当

社の債務履行に重大な影響を及ぼすおそれがあると借入先が判断したとき。

③当社が借入先と合意した「新規パイプライン」の進捗状況に応じて、借入先が満足する

内容の資金調達計画を当社が作成しない場合。

④当社が本借入に基づく義務の履行を怠り、当該不履行が10営業日以上治癒されないと

き。

当社は株式会社みずほ銀行と限度貸付契約を締結し、2020年11月25日に借入を実行してお

ります。

なお、当連結会計年度の末日における限度貸付契約に係る借入金未実行残高は次のとおり

であります。

貸付限度額　　　　　　　　　　　　　　　　　200,000千円

借入実行額　　　　　　　　　　　　　　　　　100,000千円

差引額　　　　　　　　　　　　　　　　　　100,000千円
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連結注記表

株式の種類
当連結会計年度
期首株式数

当連結会計年度
増加株式数

当連結会計年度
減少株式数

当連結会計年度
末株式数

普通株式 29,251,100株 107,500株 － 29,358,600株

本借入において、借入先との間で、主に以下の遵守事項や期限の利益の喪失事項が定めら

れております。

遵守事項としては、本借入の債務完済までの間、以下の事項を借入先に対して遵守する。

①各年度の決算期末日における単体及び連結の貸借対照表における純資産の部の金額を

正の数に維持すること。

②単体の貸借対照表における現預金が９億円を下回った場合速やかに当該事由の発生を

報告し、発生した日以降の研究開発計画について借入先と協議すること。

③以下に掲げる行為を行う場合は、事前に借入先の承諾を得ること。

イ.組織変更、合併、会社分割、株式交換、株式移転（当社の連結子会社のみが当事者と

 なる組織再編行為を除く）

ロ.自己信託の設定

ハ.事業又は資産の全部又は一部の第三者への譲渡（セールアンドリースバックのための

 譲渡を含む）

ニ.第三者の事業又は資産の全部又は一部の譲り受け

④資産の全部若しくは一部について担保物権の設定又は当該担保物権について対抗要件

の具備を行わないこと。

⑤東京証券取引所（市場第一部、市場第二部、マザーズ又はジャスダックのいずれかを問

わない）における上場を維持すること。

期限の利益の喪失としては、以下の事由が生じた場合には、借入先は本借入の全部又は

一部の期限を喪失させることが出来る。

①当社が「本件パイプライン」の中止を決定したとき。

②当社の事業もしくは財産が悪化し、また悪化するおそれがあり、債権保全のために必要

であると借入先が判断したとき。

③当社が借入先と合意した「本件パイプライン」の進捗状況（最短2022年７月末時点）に

応じて、借入先が満足する内容の資金調達計画を当社が作成しない場合。

④当社が本借入に基づく義務違反が発生し、当該違反が10営業日以上解消されないとき。

６．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度末における発行済株式の種類及び総数

（変動事由の概要）

発行株式数の増加数の内訳は、以下のとおりであります。

新株予約権の行使による増加　　　　　　　　　　　　　　　54,200株

譲渡制限付株式報酬の発行による増加　　　　　　　　　　　53,300株

(2) 当連結会計年度末における新株予約権(権利行使期間の初日が到来していないものを除

く。)の目的となる株式の種類及び数

　普通株式　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　2,206,800株
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連結注記表

連結貸借対照表計上額
（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現 金 及 び 預 金 1,933,743 1,933,743 －

(2) 売 掛 金 101,674 101,674 －

資産計 2,035,418 2,035,418 －

(1) 未 払 金 41,759 41,759 －

(2) 未 払 法 人 税 等 9,889 9,889 －

(3)
長期借入金(１年内返
済予定の長期借入金
を 含 む )

340,000 340,000 －

負債計 391,649 391,649 －

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　当社グループは、事業運営上必要な資金以外の一時的な余資を流動性及び安全性の高い金

融資産により運用しております。銀行借入により調達した資金の使途は事業譲受費用及び共

同開発中のパイプラインに係る費用であります。

②金融商品の内容及びリスク並びにリスク管理体制

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。一部外貨建のものにつ

いては、為替変動のリスクに晒されております。当該リスクについて、取引先ごとに期日管

理及び残高管理を行っております。投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であ

り、発行体の財務状況等を把握し、リスクの軽減を図っております。

　営業債務である未払金は、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であり、流動性リスクは

僅少でありますが、各部門からの報告に基づき、管理部門が月次で資金繰状況を管理すると

ともに、日次で資金の残高を確認するなどの方法により、手許流動性を一定水準以上維持す

ることにより管理しております。一部外貨建のものについては、為替変動のリスクに晒され

ております。借入金は、金利の変動リスクに晒されております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2021年12月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の

とおりであります。
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(1) １株当たりの純資産額 68円27銭

(2) １株当たりの当期純損失（△） △5円08銭

（注）１.金融商品の時価の算出方法

　資産

　(1)現金及び預金、(2)売掛金

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　負債

　(1)未払金、(2)未払法人税等

　これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当

該帳簿価額によっております。

　(3)長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)

　長期借入金(１年内返済予定の長期借入金を含む)の時価は、元利金の合計額を、

同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定し

ております。

　なお、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっておりま

す。

２.時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式及び非上場転換社債（連結貸借対照表計上額122,513千円）は、市場

価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、上記には含

めておりません。

８．１株当たり情報に関する注記
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９．その他の注記

企業結合に関する注記

共通支配下の取引等

（子会社株式の追加取得）

(1)　取引の概要

①結合当事企業の名称及び事業の内容

結合当事企業の名称：日本革新創薬株式会社

事業の内容：医薬品の研究開発及び医薬品のコンサルティング

②企業結合日

2021年７月27日

③企業結合の法的形式

募集株式の引き受けによる株式取得

④結合後企業の名称

変更ありません。

⑤その他取引の概要に関する事項

　当該株式の追加取得は、日本革新創薬株式会社の債務超過解消と財務体制改善を目的とし

ております。この株式の取得により、当社の日本革新創薬株式会社に対する議決権比率は

60.4％から77.9％になりました。

(2)実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　2019年

１月16日）に基づき、共通支配下の取引等として処理しております。

(3)子会社株式の追加取得に関する事項

　取得原価及び対価の種類ごとの内訳

　取得の対価　　　　　　　　　現金　　　　　　300,000千円

　取得原価　　　　　　　　　　　　　　　　　　300,000千円
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株主資本等変動計算書

( 2021年１月１日から
2021年12月31日まで )

株 主 資 本

新株予約権 純資産合計
資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合　　計資本準備金

資本剰余金
合　　　計

そ　の　他
利益剰余金 利益剰余金

合　　　計繰　　　越
利益剰余金

当 期 首 残 高 556,856 2,656,198 2,656,198 △1,000,636 △1,000,636 2,212,417 2,758 2,215,176

当 期 変 動 額

新 株 の 発 行 16,302 16,302 16,302 32,605 32,605

当 期 純 損 失
（ △ ）

△240,741 △240,741 △240,741 △240,741

株主資本以外の
項目の当期変動
額 （ 純 額 ）

△66 △66

当期変動額合計 16,302 16,302 16,302 △240,741 △240,741 △208,135 △66 △208,201

当 期 末 残 高 573,159 2,672,501 2,672,501 △1,241,378 △1,241,378 2,004,282 2,692 2,006,974

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

－ 14 －
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　個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

　・子会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。

　・その他有価証券

　時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（収益性の低下による簿価

切下げの方法）を採用しております。

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産 定率法によっております。ただし、2016年４月１日以降

（リース資産を除く） に取得した建物附属設備については、定額法を採用して

おります。

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　８年～15年

工具、器具及び備品　４年～15年

②　無形固定資産 定額法によっております。

（リース資産を除く） なお、自社利用目的のソフトウエアについては社内にお

ける見込利用可能期間（３～５年）、契約関連無形資産

については契約期間に基づいております。

(3) 繰延資産の処理方法

株式交付費 支出時に全額費用処理しております。

(4) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

期末日の直物為替相場により円貨に換算し、為替差額は損益として処理しています。

(5) その他計算書類の作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によって

おります。

２．表示方法の変更に関する注記

（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年3月31日）を当

事業年度の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に会計上の見積りに関する注記を記

載しております。
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３．会計上の見積りに関する注記

（固定資産の減損）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　　4,567千円

無形固定資産　166,535千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社は、固定資産の減損損失の見積りに際し、減損の兆候があると判定された資産又は資

産グループについて減損損失の認識の判定を行っており、資産又は資産グループの帳簿価額

と、それから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額とを比較することにより、減損

損失の認識を判定することとしております。市場環境の変化により、減損の兆候があると判

定され、減損損失を認識する必要が生じた場合には、減損損失の計上により翌事業年度の計

算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（投資有価証券及び関係会社株式の評価）

(1)当事業年度の計算書類に計上した金額

投資有価証券（非上場株式）　113,312千円

関係会社株式　 　　　　　　　99,279千円　　　関係会社株式評価損　200,721千円

(2)識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報

　当社では、投資有価証券（非上場株式）及び関係会社株式の実質価額が著しく低下した場

合、将来の回復可能性を加味したうえで減損処理の要否を検討しております。将来の事業計

画により実質価額が取得価額まで回復が見込まれなかった場合、投資有価証券評価損及び関

係会社株式評価損を認識することで当社の経営成績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があ

ります。

４．追加情報に関する注記

　連結注記表の「４.追加情報に関する注記」に同一の内容を記載しているため、注記を省

略しております。

５．貸借対照表に関する注記

①有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　　 58,746千円

②関係会社に対する金銭債権及び債務

　短期金銭債権　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　101,048千円

　短期金銭債務　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,107千円

③財務制限条項

連結注記表の「５.連結貸借対照表に関する注記（2）財務制限条項」に同一の内容を記載

しているため、注記を省略しております。

－ 16 －
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個別注記表

株式の種類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末株式数

普通株式 100株 －株 － 100株

（繰延税金資産）

繰越欠損金 979,078千円

減価償却超過額 24,575千円

減損損失 20,502千円

未払事業税 5,025千円

株式報酬費用 6,429千円

たな卸資産 180千円

投資有価証券 2,121千円

関係会社株式評価損 154,689千円

その他 2,042千円

繰延税金資産小計 1,194,644千円

税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △979,078千円

将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △215,565千円

評価性引当額小計 △1,194,644千円

繰延税金資産合計 －千円

６．損益計算書に関する注記

関係会社との取引

　営業取引による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 23,062千円

　営業取引以外による取引高　　　　　　　　　　　　　　　　　　4,882千円

７．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

８．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

－ 17 －
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個別注記表

種類
会社等の
名称

議決権等の
所有（被所
有）割合

関連当事者
との関係

取引の
内容

取引
金額

科目
期末
残高

子会社
日本革新
創薬株式
会社

(直接)所有
77.9(％)

役員の
兼務

資金の
貸付

管理業務
受託（注2）

3,600
未収
入金

330

資金の貸付

資金の回収

100,000

100,000

短期
貸付金

100,000

利息の受取
（注3）

1,282
未収
収益

712

増資の引受 300,000 － －

(1) １株当たりの純資産額 68円27銭

(2) １株当たりの当期純損失（△） △8円21銭

９．関連当事者との取引に関する注記

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注）１.上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費

税等が含まれております。

２.管理業務受託に係る取引金額は、取引規模を総合的に勘案し交渉の上決定しており

ます。

３.資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

10．１株当たり情報に関する注記

11．その他に関する注記

企業結合に関する注記

　連結注記表の「９.その他の注記　企業結合に関する注記」に同一の内容を記載している

ため、注記を省略しております。

－ 18 －


